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Ⅰ　は じ め に
　公害型の土壌汚染紛争1 ）解決のために，公害紛争処理法2 ）（以下，「処理法」という。）
の制度のもとで公害等調整委員会（以下，「公調委」という。）又は公害審査会（以下，審
査会という）の行政型 ADR 機関3 ）が利用されてきた。しかし，汚染土地をめぐる紛争
いわゆる取引型の土壌汚染紛争においては，公調委あるいは審査会はほとんど利用され
ていない。本稿は，公調委と審査会がこれまで扱った事件を概観したうえ，汚染土地取
引をめぐる紛争を，公調委あるいは審査会において解決することが適切であるのか否
か，もし適切でないとしたらその理由は何かを検討するものである4 ）。
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Ⅱ　処理法の公害に係る紛争解決制度
　 1 ．公害の特色として，①被害者・加害者とも多数で，被害者・加害者の特定は困難
なことが多い，②加害行為と被害・損害の因果関係が不明確な場合が多く，加害者の故
意・過失の立証に困難を伴う，③加害者は企業で被害者は一般市民であり，事件は社会
性・公共性の性質を有し，被害者の人格権を問題とすることが多い，④被害が人の生命，
身体，健康に及ぶ場合が多く，また被害の態様も多岐にわたり，被害の認定や損害額の
算定に困難を伴うことが多い，⑤汚染が広域に広がりこのため被害も広範囲に及ぶこと
が多い，⑥汚染や被害が地域にわたって広がるため解決にあたって地域性の問題として
処理する必要が生ずることがある，などがあげられる5 ）。こうした公害の特質から，民
事裁判により公害事件を解決するには，裁判の長期化や被害者の主張立証に困難を極め
た。また，事後的救済を原則とする民事裁判において被害者を法的に救済するには限界
があった。このため裁判とは別に救済制度を確立する必要性から処理法が制定された。
従って処理法は，「公害に係る紛争について，あっせん，調停，仲裁及び裁定の制度を
設けること等により，その迅速かつ適正な解決を図る」ことを目的としている6 ）。さら
に「公害」とは，環境基本法7 ） 2 条 3 項に規定する公害をいうと規定8 ）され，これを
受けた環境基本法 2 条 3 項は，「事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲に
わたる……土壌汚染……及び悪臭によって，人の健康又は生活環境に係る被害が生ずる
こと」と規定する9 ）。土壌汚染の紛争事件について言えば，公調委及び審査会は，「人
為的原因による」，「相当範囲にわたる」そして「人の健康又は生活環境に係る被害を生
ずる」土壌汚染事件を解決するための制度と言える 10）。
　 2 ．この処理法の解釈からすると，汚染土地取引をめぐる事件が，そもそも処理法の
制度である公調委や審査会の扱うべき「公害に係る」紛争事件に該当するかについて大
きな疑いがある。すなわち，処理法の「公害に係る」紛争事件とは，公害に係る不法行
為の損害賠償又はその他の民事事件であり 11），純粋な契約当事者の契約上の瑕疵担保
責任や契約の債務不履行責任を原因とする紛争を指すのではない。もっとも汚染土地取
引をめぐる紛争においては，取引関係の当事者が相手方である土壌汚染原因者に対して
何らかの請求をする場合にそれが契約に基づくか又は不法行為に基づくかは，あくまで
請求の法的性質の問題にすぎないとも言えよう。実際に公調委及び審査会が扱った事件
5第 14 巻第 4 号（2018）
汚染土地取引をめぐる紛争と公害紛争処理制度の ADR
の中には，本来は契約関係の紛争であるにもかかわらず，あえて，請求の原因を不法行
為と構成して，公調委あるいは審査会に申請をしているものがうかがわれる。裁判にお
ける汚染土地取引契約に関する紛争の請求原因をみても，瑕疵担保責任又は債務不履行
という契約に基づく以外に不法行為に基づくものがみられるので，法的な構成はいずれ
も可能である場合が多い 12）。
　 3 ．さらに，公調委は「事業活動その他の人の活動による」の解釈に，「自らは土壌
の汚染原因者でなく別の土壌汚染原因者が放置した土壌汚染を適切に管理せずあるい
はこの土壌汚染を拡大しこのために人の健康又は生活環境に係る被害を生じさせた場
合」も含める。そして，それが「相当範囲にわたるとき」には，その直接の汚染原因者
でないものも汚染原因者と広く解釈する 13）。これに加えて，公調委は，被害が現実化
していなくとも「そのおそれがあれば」よいという立場であるので，「相当範囲にわた
る」の解釈もこの立場ではかなり広く解釈される。たとえば，土地の買主である申請人
は一名で当該土地の売主が被申請人である場合に，その紛争原因である当該土地の土壌
汚染が「広い範囲にわたっている可能性がある場合」には，「公害に係る紛争」と解釈
し，この紛争について審査会が処理しうるとする。従って，「公害に係る……民事上の
紛争」もまた広く解釈され，たとえば，直接の汚染原因者のみならず間接的にしか汚染
に係わったにすぎない者も汚染原因者として紛争の当事者とされた事案で，その直接
の汚染原因者と間接の汚染原因者の求償をめぐる紛争も審査会が処理しうるとする 14）。
しかし，この公調委の解釈は，本来の処理法の制度趣旨を超えていると思われる。
Ⅲ　公調委及び審査会の管轄
　 1 ．処理法の制度の仕組みは，あっせん，調停，仲裁の事件について公調委（中央委
員会）は，重大事件，広域事件または県際事件を管轄し，それ以外は都道府県の審査会
の管轄となる 15）。そして，あっせん，調停，仲裁事件について，公調委又は審査会は，
「公害に係る被害について，損害賠償に関する紛争『その他の民事上の紛争』」を扱うこ
とができる。また処理法は，昭和 47 年の改正により裁定制度が設けられたが 16），公調
委の裁定事件にあっては，前記管轄に拘束されない。裁定事件のうち，責任裁定事件に
ついては，公害に係る「損害賠償に関する紛争」についてのみ扱い 17），原因裁定事件に
ついては，公害に係る「損害賠償に関する紛争その他民事上の紛争」について扱う 18）。
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　 2 ．注意すべきは，責任裁定事件においては，「損害賠償責任の有無」と「賠償すべ
き損害額」のみを判断し明らかにするので，「加害行為と被害の発生との因果関係の存
否」については判断をすることはできない。この場合に相当と認めるときは，職権で原
因裁定をすることができる 19）。一方，原因裁定は，加害行為と被害の発生の因果関係
のみの判断をすることができ，損害賠償額の範囲を判断できない 20）。原因裁定により
因果関係が明らかとなった後は，紛争の実情に応じて適当な手段（調停や責任裁定等も含
めて）を選択して紛争を解決すれば良いという考えである 21）。
　 3 ．裁定事件は，公調委のみ管轄があり，審査会は「裁定」をする権限はない 22）。
裁定事件において，責任裁定委員会あるいは原因裁定委員会が相当と認めるときには，
「職権調停」という方法で公調委の中の調停に付するか，もしくは当事者の同意があれ
ば審査会の調停に付することができる 23）。しかし，審査会において，調停事件が継続
しており当事者が裁定を求めたい場合には，改めて裁定申請を公調委（中央委員会）に
申請しなくてはならず 24），審査会の調停から公調委（中央委員会）裁定への事件引継ぎ
の制度 25）は処理法のもとでは構築されていない。
Ⅳ　公調委及び審査会が扱った汚染土地取引紛争事件 26）
　公調委に係属した汚染土地取引の事件で報告されたものは，いずれも裁定事件であ
る。また審査会における汚染土地取引の事件は，いずれも調停事件である。以下まず公
調委の裁定事件をとりあげそのあとで審査会の調停事件を検討する。
　事件 1 ．大阪市におけるメッキ工場による土壌汚染財産被害原因裁定申請事件（平成
15 年（ゲ）第 1 号事件）27）
　⑴　事案の概要
　被申請人（解散会社）から本件土地の相続税物納を受けた申請人（国，財務省）が，本
件土地を売り払いしたところ売払先から土が青いとの指摘を受けたので業者による調査
をさせたところ，シアンによる汚染の事実が発覚した。このため申請人は売払いを合意
解除し汚染除去措置（土壌の掘削・入れ替え工事）を実施した。本件土地は昭和 30 年代
初期から平成 8 年の間，被申請人の営んでいた工場の跡地であったため，その汚染が被
申請人の工場から排出したシアンによるものであるとして，原因裁定を求めた 28）。
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　⑵　事件処理の経緯
　公調委は，本申請を受け付けた後，直ちに裁定委員会を設け，現地調査及び被申請人
からの意見聴取を行い手続を進めた 29）。その後，平成 15 年 5 月 12 日に職権調停に移
行し， 5 月 29 日の第 1 回調停期日において，裁定委員会から調停案を提示した。当事
者双方は，これを受諾して下記の調停が成立し，原因裁定申請については取り下げられ
たものとみなされ，事件は終結した。
　調 停 条 項
　 ₁  ．被申請人は，大阪市○○区の土地（以下「本件土地」という。）の土壌汚染（全シア
ンによる汚染）が被申請人の事業活動（鍍金業）に伴い排出された物質によって生じ
たものであることを認め，申請人に対し，解決金として，金○○円の支払義務があ
ることを認める。
　 ₂  ．被申請人は申請人に対し，前項の金員を，平成 15 年 6 月 30 日限り，申請人の発
行する納入通知書により納入する方法で支払う。
　 ₃  ．申請人及び被申請人は，本件土地の土壌汚染に関し，申請人と被申請人との間，
申請人と被申請人の代表者及びその親族との間において，本調停条項に定めるほ
か，他に何らの債権債務のないことを相互に確認する。
　 ₄  ．本件手続費用は各自の負担とする。
　⑶　原因裁定申立て事件の場合には，①加害行為，②被害，③加害行為と被害との間
の因果関係の争いが対象になるが 30），本件では被申請人は汚染原因について認めてお
り，汚染の規制がない時代の排出であることや申請人の汚染除去措置が過剰であったこ
とについて争っている 31）。被申請人は，申請人の土地を長期にわたって鍍金工場の敷
地として使用してきており，同土地から汚染物質シアンが検出されたのであるから，特
段の事情がなければ，被申請人がシアンの汚染原因者である可能性は高かったと思われ
る。原因裁定事件では，損害賠償の範囲の問題に立ち入らないとされている 32）のであ
り，本件はむしろ責任裁定事件の範囲であろう。従って，損害の範囲についての判断は
紛争の実情に応じて別途適当な手段や手続をとることになる。裁定委員会は，職権に基
づく調停 33）に付し，そこで調停委員会によって調停案が申請人・被申請人に示されて，
両当事者が前記の調停条項を受諾したと思われる。しかし，本件は二当事者間の賃貸借
契約の終了に伴う紛争であって，これを公調委がそもそも公害に係る事件として扱うこ
とが適切であったか疑わしい。
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　事件 2 ．埼玉県伊奈町における産業廃棄物不法投棄による地盤沈下及び土壌汚染被害
責任裁定申請事件（平成 15 年（セ）第 1 号事件）
　⑴　事案の概要
　申請人は，区画整理地内の土地を購入し，自宅建築後に引っ越したところ，地中に大
量の産業廃棄物が埋まっていることを発見した。申請人は，この産業廃棄物は区画整理
事業開始前に不法投棄されたものであり地盤沈下及び土壌汚染の被害を発生させること
が確実であるとの理由で，当該土地の売主らを含め国，県，町及び不動産会社らを被申
請人として，地中の産業廃棄物を除去するための費用 2,704 万円の支払いを求めた。
　⑵　事件処理の経緯
　公調委は，本件申請受付後，裁定委員会を設け， 2 回の審問期日を開催し手続を進め
たが，平成 16 年 1 月 21 日の第 3 回審問期日において，申請人が本件申請の取り下げを
申し出たので，本件は終結した。
　⑶　公開されていないため事件内容の詳細は不明で，申請人がいかなる理由で申請の
取り下げを行ったかも不明である。申請人は，当該土地に産業廃棄物が埋設されその原
因については争いがないものとして公害に係る不法行為の損害賠償を求めた。損害賠償
額は廃棄物除去費用相当額ということである。ところで，本件では，当該土地の売主及
び不動産会社は，産業廃棄物について埋設者ではないので直接の汚染原因者ではない。
また，埋設廃棄物についてその取扱いに問題があったかあるいは管理につき何らかの故
意過失があるかは不明である 34）。責任裁定の扱う紛争が，「公害に係る『不法行為』の
損害賠償」のみであるという解釈のため，当該土地の売主及び不動産会社が直接の汚染
原因者でないにもかかわらず，産業廃棄物を投棄した被申請人との共同不法行為者とし
て本件裁定の当事者として引き込まれたということであろうが，その法的構成には無理
がある。
　事件 3 ．小牧市における土壌汚染・地盤沈下被害責任裁定申請事件（平成 21 年（セ）
第 1 号事件）
　⑴　事件の概要
　平成 21 年 3 月 9 日，愛知県等の住民 60 人らは，愛知県及び独立行政法人都市再生機
構（以下「機構」という。）に対し，責任裁定を求める申請をした。申請の内容は以下の
とおりである。申請人らは，新住宅市街地開発事業（いわゆるニュータウン事業）により
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被申請人県が造成した住宅用土地及び同土地上に建築した建物を裁定外旧住宅・都市整
備公団（以下「旧公団」という。）からそれぞれ取得したところ，同土地の地下に，廃棄
物がたい積していたことにより，その土地が汚染され，さらに不同沈下が発生するなど
した。被申請人らは，同土地の地下にたい積する廃棄物を除去するなどの義務を怠った。
そこで，申請人は，被申請人県に対して，不法行為に基づき，さらに裁定外旧公団から
順次権利義務を承継した被申請人機構に対して，不法行為等に基づき，それぞれ地盤改
良工事費用等の損害賠償を請求した。
　⑵　事件処理の経緯
　公調委は，本件申請受付後，裁定委員会を設け審問期日を開催した。平成 21 年 9 月
30 日，本件に関する専門的事項を調査するため専門委員を 1 名選任するなどして手続
きを進めたが，同年 10 月 20 日申請人らから申請を取り下げるとの申出があり，本件は
終結した。
　⑶　公開されていないため事件内容の詳細は不明で，申請人がいかなる理由で取り下
げを行ったのかも不明である。本件は責任裁定事件であるので，不法行為の因果関係の
存否を究明するわけでなく損害賠償を判断するだけである。県については直接の汚染原
因者であるが，旧公団及びその承継人機構については，「当該土地の地下に堆積する廃
棄物の除去等の義務を怠った」ことが汚染原因者であることを基礎付ける 35）ので共同
不法行為者として，責任裁定事件の被申請人としたものと思われる 36）。なお裁定委員
会の選任した専門委員については，土壌汚染でなく地盤沈下の専門ということであろ
う。
　事件 4 ．羽生市における医療廃棄物による土壌汚染財産被害責任裁定申請事件（平成
23 年（セ）第 4 号事件）
　⑴　事案の概要
　平成 23 年 4 月 22 日，埼玉県羽生市の住民 1 人（申請人）から，土地・建物の売主を
相手方（被申請人）として責任裁定を求める申請があった。申請の内容は以下のとおり
である。申請人が，被申請人から土地・建物を購入し，居住したところ，敷地内に埋設
された医療廃棄物等からの土壌汚染により，健康被害及び生活環境被害が生じたとし
て，被申請人に対し，損害賠償金 1,017 万 6,000 円等の支払を求めた。
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　⑵　事件処理の経緯
　公調委は，本申請受付後，裁定委員会を設け， 2 回の審問期日を開催して，手続を進
めたが，平成 24 年 1 月 30 日，申請人から申請を取り下げる旨の申出があり，本件は終
結した。
　⑶　公開されていないため事件内容の詳細は不明であり，申請人がいかなる理由で取
り下げを行ったのか不明である。土地建物の購入者である申請人が，同土地の医療廃棄
物埋設の土壌汚染が原因で健康被害及び生活環境被害を被ったとして不法行為に基づく
損害賠償請求を行ったと考えられる。処理法のもとで責任裁定事件は，「不法行為」の
損害賠償を扱うため，本件の場合に申請人は，契約の債務不履行又は瑕疵担保責任を原
因としなかったのであろう。しかし，民事裁判においては，時効の障害がなければ不法
行為と構成をするよりも瑕疵担保責任と構成をして申し立てるのであり，申請人は公調
委の利用目的から不法行為という法的構成をあえてとったと思われる。
　事件 5 ．栃木県野木町における土壌汚染財産被害責任裁定申請事件（平成 23 年（セ）
第 11 号事件）
　⑴　事案の概要
　平成 23 年 11 月 30 日，栃木県野木町の住民 1 人（申請人）は，不動産会社を相手方（被
申請人）として責任裁定を求めた。申請人が，被申請人からマンションを購入し，居住
したところ，敷地内に産業廃棄物が埋設されていたことから，土地が隆起し，強度の悪
臭，薬品臭がするなど，土壌汚染により財産被害を被ったとして，被申請人に対し，損
害賠償金 3,757 万 6,000 円の支払を求めた。
　⑵　事件処理の経緯
　公調委は，本申請受付後，裁定委員会を設け，手続を進めたが，平成 24 年 10 月 22 日，
本件裁定申請は不適法でその欠陥を補正することができないとして，申請を却下する決
定をし，本事件は終結した。
　⑶　本件は裁定委員会が，審問期日を開催せず，審問期日外において，申請人に対し
申請について 2 度の釈明を求めた 37）。申請人はこれに対し回答を行ったが，裁定委員
会はその回答から，本件申請は「個別の売買契約の解消を理由とする代金の返還請求」
の法的性質を有すると解釈した 38）。そのうえで処理法 42 条の 12 第 1 項は「公害に関
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する不法行為責任の内容としての損害賠償」が裁定の対象になり，本件申請はこれに該
当しない「その他の民事上の紛争」であるので，裁定の対象にならず，また，その欠陥
の補正もできないので」39）却下した。確かに処理法 42 条の 12 第 1 項は「損害賠償に
関する紛争」と規定しており，これは「不法行為責任の内容としての損害賠償」と解釈
できよう。しかし，紛争の法的性質が，不法行為かまたは契約責任かは，あくまで法的
構成の問題である。裁定委員会が申請人に対して求めた釈明への申請人の回答をもって
却下することは果たして適切な処理か疑わしい。しかも，本件は代理人申請でなく本人
申請であり，たとえ申請人が弁護士に相談していることはうかがえるものの，その回答
をもって不適法な申請でその欠陥を補正できないという理由で審問を開かずに処理した
ことも疑問が残る。決定内容をみると，本件以前に栃木県公害審査会への調停申請が考
えられており，その調停申請申立書案によれば，当該汚染は広がりの可能性があり被害
者は申請人を含む複数であった。公調委の見解によれば人的範囲及び地域的範囲からの
観点から被害が「相当範囲」に及んでいたという事案のようであったので，本件は，ま
さしく「公害に係る」事件であり，裁定委員会の判断は問題であると言えよう。
　事件 6 ．神奈川県平成 9 年（調）第 2 号事件
　⑴　事案の概要
　申請人が昭和 29 年から 50 年までの間，被申請人に賃貸していた工場跡地（現住宅地）
において，カドミウム，セレン等の有害物質が検出されているので，申請人住所地の汚
染された土壌を排出するなど適切な土壌汚染対策を講ずること，又は土壌入替工事費用
相当額の金員の支払請求をした。
　⑵　事件処理の経緯
　調停委員会は，20 回の調停期日の開催等合意の形成に向けて努力したが，これ以上
手続を進めても合意が成立する見込みがないと判断し，調停を打ち切り，本件は終結し
た。
　⑶　本件申請の受付日は，平成 9 年 6 月 20 日で，終結日は平成 11 年 11 月 26 日であ
り，約 2 年半の間 20 回にわたり期日が開催されたようである。事件の詳細は明らかで
ないが，申請人は被申請人に貸していた工場跡地を住宅地にするにあたって土壌汚染が
判明したと思われる。そして被申請人の工場操業が有害物質による土壌汚染の原因であ
るという理由で申請人は土壌汚染対策又は土壌入れ替え工事費用相当額を求めており，
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「公害に係る被害について，損害賠償に関する紛争その他の民事上の紛争」に該当する
として，審査会の扱うことのできる事件と考えたと思われる。しかし審査会の調停事件
では，調停委員は裁断をすることができず，また原因についても判断を示すことがなさ
れなかったので，本件は解決に至らなかったと言えよう。そもそも本件は，賃貸借契約
の原状回復請求の性質を有するにすぎず，これを公害事件であるとして審査会に調停申
請をすることが適切であるか疑わしい 40）。
　事件 7 ．大阪府平成 17 年（調）第 1 号事件
　⑴　事案の概要
　被申請人は，昭和 47 年 8 月から平成 13 年 9 月まで賃借した本件土地及び本件土地
上の工場において金属溶射業及びサンドブラスト加工業を営んでいた。平成 15 年 2 月
の土壌汚染対策法（以下「土対法」という。）の施行に伴い，申請人が平成 15 年 3 月，平
成 16 年 2 月及び 3 月に土対法に基づく土壌調査を実施したところ，土壌からは指定基
準を超過するフッ素，鉛及びトリクロロエチレンが，地下水からは指定基準を超過する
トリクロロエチレン及びシス - 1 ，2 - ジクロロエチレンが検出された。被申請人には，
申請人らと賃貸借契約に基づき本件土地を工場として使用してきたことから，賃貸借契
約終了に伴う土地・建物に対する原状回復の義務があった。申請人は，本件土地に地下
水汚染があり，地下水を通じて隣接地に汚染が拡大する可能性があること等から早急に
対策工事を行う必要があったため，申請人自ら浄化対策工事を実施して原状回復を行っ
た。被申請人が事業を始める以前の本件土地は畑であり，被申請人より前に本件土地で
第三者が何らかの事業を行っていた事実はないこと，本件土地上の工場において，被申
請人は，鉛，ふっ酸及びトリクレン洗浄機を使用して金属溶射業及びサンドブラスト加
工業を営んでいたことから，本件土地の汚染原因者が被申請人である蓋然性は極めて高
かった。そこで，申請人は，被申請人に対し，申請人土地の有害物質の汚染状況調査及
び汚染浄化に要した金員の支払請求をした。
　⑵　事件処理の経緯
　調停委員会は， 6 回の調停期日の開催等手続を進めた結果，①被申請人は申請人に対
し，審査会に調停申請された本件土地の土壌汚染に関し，解決金として，金員の支払義
務があることを認める，②被申請人は申請人に対し，前項の金員を平成 18 年 8 月 31 日
限り，申請人の発行する納入通知書により納入する方法で支払う，③上記支払期日まで
に支払いが行われない場合，被申請人は，申請人に対し，①の解決金から既払金額を差
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し引いた残金額及びこれに対する支払期日から支払い済みまで年 5％の割合による延滞
金を支払う，④申請人及び被申請人は，本件土地の土壌汚染に関し，申請人と被申請人
との間に，本調停条項に定めるほか，他に何らの債権債務のないことを相互に確認する
こと等を内容とする調停委員会の提示した調停案を当事者双方が受諾し，本件は終結し
た。
　⑶　本件は，被申請人が申請人の土地において金属溶射業及びサンドブラスト加工業
を営んでいたこと，土対法の下での調査の結果検出された有害物質も，被申請人の使用
物質に関連するものであったこと，当該土地はもと畑地であったことなどの事情から被
申請人が土壌汚染原因者である可能性が高かった。こうした事情から調停が成立したと
思われる 41）。しかし，この事件は，当事者間の賃貸借契約終了に基づく原因回復請求
の事案であるので，公害に係る事件という性質を有するものではない。
　事件 8 ．大阪府平成 18 年（調）第 1 号事件
　⑴　事案の概要
　被申請人は，本件土地を明治 34 年から昭和 57 年まで車両車庫及び車両工場として使
用していた。申請人は，平成 13 年 3 月 15 日，本件土地につき，売買契約により被申請
人から所有権移転を受け，同日，所有権移転登記を行った。平成 16 年 11 月と平成 17
年 9 月に被申請人において行った土壌汚染調査の結果，土対法に規定する指定基準の最
大約 52 倍の鉛が検出された。申請人は，平成 8 年 11 月から平成 16 年 3 月まで，消防
署仮設庁舎及び区役所仮庁舎の用に供していたことはあったが，鉛を扱うことはなかっ
た。このことから，土壌汚染は本件土地を申請人において使用する以前から生じていた
ものと考えられ，土壌汚染の汚染原因者は，本件土地の前所有者である被申請人である
と考えられた。また，土壌汚染が明確になった場合には，汚染物質の除去措置の責任は
売主にあるとの認識が定着しつつあることから，汚染除去措置の責任と費用負担は被申
請人にあると考えられた。そこで，申請人は，被申請人に対し，本件土地について，申
請人の計画する「B 駅前スポーツ広場」の用途に使用するために必要な土壌汚染対策を
行うことを求めた。
　⑵　事件処理の経緯
　調停委員会は，平成 18 年 1 月 31 日，本調停申請を受け付けたが，申請人が都合によ
り調停申請を取り下げたため，本件は終結した。
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　⑶　本件は取り下げられ終結したが，平成 18 年 4 月 24 日，本件と同一事案と考えら
れる下記の事件 9 が，同審査会に調停申請の申立てがなされて受け付けられた。
　事件 9 ．大阪府平成 18 年（調）第 3 号事件
　⑴　事案の概要
　被申請人は，本件土地を明治 34 年から昭和 57 年まで車両車庫及び車両工場として使
用していた。申請人は，本件土地につき，平成 13 年 3 月 15 日，売買契約により被申請
人から所有権移転を受け，同日，所有権移転登記を行った。平成 16 年 11 月と平成 17
年 9 月に被申請人において行った土壌汚染調査の結果，土対法に規定する指定基準の最
大約 52 倍の鉛が検出された。申請人は，平成 8 年 11 月から平成 16 年 4 月まで，消防
署仮設庁舎等の用に供していたことはあったが，鉛を扱うことはなかった。このことか
ら，土壌汚染は本件土地を申請人において使用する以前から生じていたものと考えら
れ，汚染原因者は，本件土地の前所有者である被申請人であると考えられた。また，土
壌汚染が明確になった場合には，汚染物質の除去措置の責任は売主にあるとの認識が定
着しつつあることから，汚染除去措置の責任と費用負担は被申請人にあると考えられ
た。そこで，申請人は，被申請人に対し，本件土地について，土対法，同法施行令，同
法施行規則及びその他の関係法令に規定する基準を満たす土壌汚染対策を実施すること
を求めた。
　⑵　事件処理の経緯
　調停委員会は， 9 回の調停期日の開催等手続を進めた結果，以下の調停案の提示をし
た。①当事者双方は，本件土地の土壌汚染に伴い必要となる対策工事費用等の金額（消
費税を含まない。）を確認する，②申請人は，土壌汚染調査費用及び飛散防止措置費用と
して被申請人が既に負担した費用のうち，調査の際，関係庁舎等が存在したことにより
余分に要した費用を負担する義務があることを認める，③申請人は，暫定対策工事費用
として被申請人が既に負担した費用のうち，非汚染土部分に含まれていたコンクリート
殻の処分等に要した費用を負担する義務があることを認める，④申請人は，関係庁舎等
の基礎，並びに暫定対策工事で施工したアスファルト舗装の撤去に要する費用を負担す
る義務があることを認める，⑤申請人及び被申請人は，汚染土の撤去後に元の地盤高を
回復するための埋め戻しに必要な費用について，双方がその 2 分の 1 を負担する義務が
あることを認める，⑥被申請人は，最終対策工事費用から，②から⑤までの規定による
申請人の負担額合計金額を控除した金員及びこれに対する消費税相当の金員を，申請人
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から書面による請求を受けた日から起算して 10 日以内に支払う，⑦申請人及び被申請
人は，本件土地の土壌汚染に関し，本調停条項に定めるほか，なんらの債権債務の存在
しないことを確認する。調停委員会が前記の調停案の受諾勧告を行ったところ，当事者
双方から受諾しない旨の回答がなかったことから，調停が成立したものとみなされ，本
件は終結した。
　⑶　本件は，平成 18 年（調）第 1 号事件が一旦取下げられた後に申立てがなされた
のであり，申請受付日が平成 18 年 4 月 24 日で終結日が平成 20 年 4 月 1 日ということ
で，約 2 年で解決に至ったものである。本件は売買対象の土地が鉛により汚染されてい
たために，その土壌汚染対策を求めたものである。被申請人は，当該土地をきわめて長
期間に亘り車両車庫及び車両工場として使用しており，汚染物質が鉛であったこととの
因果関係があったと思われる。本件は申請人が被申請人に対して，損害賠償でなく土壌
汚染対策を求めており，不法行為に基づく請求として構成されている。調停受諾勧告に
より調停成立となり 42），被申請人が土壌汚染対策費用等を支払うということで決着し
た。本件は，仮に民事裁判であれば，売買契約に基づく債務不履行責任と法的構成する
ことになろう。事案の詳細は不明であるが，申請人は審査会を利用するため不法行為の
構成をとったと思われる。
　事件 10．鹿児島県平成 18 年（調）第 1 号事件
　⑴　事案の概要
　昭和 13 年から昭和 32 年に渡り，被申請人が本件土地を農薬工場及び農薬に関する研
究施設として使用していた。その後，昭和 47 年，売買契約により，被申請人から申請
人に本件土地の所有権が移転した。申請人は，平成 17 年 11 月，株式会社 A に本件土
地を売り渡す売買契約を締結した。この契約において，「土壌汚染調査の結果，著しく
土壌が汚染されている場合」に契約が解除できる旨の条項が設けられていた。平成 18
年 2 月，土壌汚染に関し，調査会社から報告書が提出され，本件土地の広範囲に渡って
ヒ素，鉛，銀が大量に検出され，地下水からもヒ素等が検出されたことが判明した。そ
のため，申請人は株式会社 A との売買契約を解除された。本件土地から検出された汚
染物質は，申請人が全く使用していないヒ素，鉛，水銀であり，近隣にこれらを使用す
る工場等もない。汚染発覚後，申請人が本件土地の土壌改良について汚染原因者である
被申請人に対して土壌改良への協力を求めたところ，被申請人は，当初責任を認め，農
薬による汚染であるとの見解も示し費用負担に応じる旨を口頭で回答した。しかし，突
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如として費用負担拒否の姿勢に転じ，その後の協議の呼びかけにも応じなかった。そこ
で，申請人は，被申請人に対し，申請人の所有する土地の有害物質の浄化に要すると見
込まれる金員を支払うことを求めた。
　⑵　事件処理の経緯
　調停委員会は，4 回の調停期日の開催等手続を進めた結果，以下の調停案を提示した。
①申請人と被申請人は，被申請人の農薬製造・研究等に伴って本件土壌汚染が生じたと
しても，かかる行為がその時点において適法な行為であったことを認めるとともに，現
在，地下水の飲用等による摂取の観点からは対策は不要だが，土壌の直接摂取の観点か
らの被害を防ぐための盛土措置の範囲に限り対策が必要であることを併せて認める，②
被申請人は，申請人に対して解決金を平成 19 年 4 月 27 日までに支払い，申請人は解決
金受領後，遅滞なく工事を行うものとする，③申請人と被申請人は，前項の支払いによ
り，本調停事案に関する問題は解決したことを確認する，④申請人と被申請人は，本件
土地に関し土壌汚染対策法その他の法令に基づき所管官庁から指導等があった場合は誠
実に対応する，⑤調停費用は各自の負担とする。調停委員会の提示した前記調停案を当
事者双方が受諾し，本件は終結した。
　⑶　本件は売買の対象の土地に，ヒ素，鉛等の汚染が判明しまた地下水もヒ素が検出
されたことから，申請人である買主は被申請人である売主に対して，売主が土壌汚染の
原因者であるとして，土壌汚染対策工事費などを請求したが，売主はこれに応じなかっ
たことから，本件申請がなされた。本件は，売買契約が昭和 47 年になされており売買
契約に基づく請求は除斥期間あるいは時効にかかっていたようである。また買主は金銭
的な賠償請求以外に土壌汚染対策の実施などの特定給付の請求も求めており，公害に係
る民事上の事件として審査会を利用する目的からも，不法行為に基づく請求という構成
をとったものと考えられる。
　事件 11．愛知県平成 19 年（調）第 4 号事件
　⑴　事案の概要
　申請人らは住宅団地に居住する者であり，被申請人らは，その住宅団地の土地造成，
住宅建設，分譲をした者である。申請人らが居住する土地の造成盛土の下位には，有機
物や油類を含む粘土質により構成される軟弱地層が存在し，その圧密沈下等により地盤
沈下が生じ，既に建物被害等の財産的被害を受け，今後も被害を受けるおそれがあった。
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また，土壌汚染により，生命身体に対する被害を受けるおそれがあった。そこで，申請
人は被申請人らに対して，以下の請求をした。すなわち，①被申請人らは，申請人らに
各自連帯して相当額を支払うこと，②被申請人らは，被害の生じるおそれのある場所一
帯の廃棄物を撤去すること，③被申請人らは，被害の生じる場所一帯の宅地を宅地とし
てふさわしい地盤として整備することの請求である。
　⑵　事件処理の経緯
　調停委員会は， 3 回の調停期日の開催等手続を進めたが，合意が成立する見込みがな
いと判断し，調停を打ち切り，本件は終結した。なお，申請人総数 22 名のうち， 4 名
については，都合により調停申請を取り下げた。
　⑶　本件では住宅団地の居住者が，分譲された団地の敷地の廃棄物による土壌汚染を
理由に，その団地の土地造成及び住宅分譲をした売主に対して，損害賠償及び廃棄物撤
去を求めた。売主はデベロッパーであるが，当該土地の土壌汚染の原因者ではないよう
である。従って，民事裁判においては，買主は，売主に対して売買契約に基づく瑕疵担
保責任か債務不履行責任に基づく損害賠償を求めるであろう。しかし本件では，買主は，
売主に対して損害賠償のみならず廃棄物撤去を含む不法行為に基づく請求と構成し，審
査会の申請をした 43）。以下の事件 12 と同様，特定給付請求をもとめる目的から，公害
に係る民事上の事件として不法行為と構成して審査会を利用しその調停において特定給
付を求めたと思われる。
　事件 12．岡山県平成 19 年（調）第 2 号事件
　⑴　事案の概要
　申請人らが居住する団地は，被申請人 A 株式会社が B 市の開発許可により，造成・
販売したものであり，申請人らは住居の地中に埋設された産業廃棄物等から発生すると
考えられるガスによる耐えきれない悪臭，土壌汚染による植栽の立ち枯れ，家庭菜園の
中止等の被害を受けていた。そこで，申請人らは，被申請人らに対し以下の請求をした。
①少なくとも 100㎡に一箇所ごとのボーリング調査等を行い，有害汚染物質の特定を行
うとともに，その濃度レベルを提示すること，②各戸の地中に埋設されている産業廃棄
物や有害汚染物質の除去工事を行うこと，③各戸から周辺地域に流出拡散する，又は拡
散するおそれのある有害汚染物質の拡散防止策を講じること，④産業廃棄物によって生
じた周辺地域の土壌汚染について環境基準を超えないレベルまで浄化すること，⑤申請
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人ら各自に対し，生活被害及び精神的苦痛等に係る相当額の慰謝料を支払うこと，⑥移
転を余儀なくされる申請人ら各自に対し，相当額の移転補償費を支払うこと。
　⑵　事件処理の経緯
　調停委員会は，鋭意手続等を進めようとした。しかし，申請人らは，調停委員会を通
さずに，被申請人らに対し，調停申請書には記載のなかった事項（申請人への金員の支払
い）を別途請求したため，調停委員会は，価額に応じた申請手数料を納付するように求
めた。しかし，申請人らは，これに応じなかったことなどから，調停を打ち切り，本件
は終結した。
　⑶　本件は調停手続きに入ることなく調停打ち切りとなった。被申請人はデベロッ
パーであるが，本件土壌汚染原因者ではない。しかし，公調委の見解では，デベロッパー
が当該土壌汚染の管理を適切になさず汚染が拡大した場合にも，間接的な汚染原因者と
し，その汚染が相当範囲に拡大された場合に「公害」とみなす 44）。申請人は，被申請
人である売主に対し，造成土地に埋設された産業廃棄物や土壌汚染に対する浄化対策費
などを求めるだけでなく特定給付請求をしている。民事裁判において，汚染土地の売主
に対して様々な金銭的請求を行う事案はみられるが 45），本件のように特定給付を請求
する場合には，ADR を活用するメリットとなる 46）。
　事件 13．埼玉県平成 20 年（調）第 1 号事件
　⑴　事案の概要
　申請人が購入した土地について，被申請人会社 A は当該土壌汚染の原因者である。
また，被申請人会社 B は，土壌汚染が存した事実等を知りながら，これを秘匿して本
件土地を売却した。そこで，申請人は，被申請人らに対し，土壌汚染の調査，除去に要
した経費を連帯して支払うことを求めた。
　⑵　事件処理の経緯
　調停委員会は，10 回の調停期日の開催等手続を進めた。その結果，被申請人らは，
申請人らに対し，本件解決金として，金員の支払義務のあることを認め，これを平成
21 年 12 月末日限り，申請人らの口座に振り込む方法により，一括して申請人らに支払
うこと等を内容とする調停委員会の提示した調停案を当事者双方が受諾し，本件は終結
した。
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　⑶　約 2 年弱の期間を費して本件は終結に至った。申請人は，A が本件土地の土壌汚
染の原因者で B はその汚染事実を秘匿して売却したことをもって共同不法行為と構成
し，A と B に対して土壌汚染の調査と除去費用の請求をした。A と B の間には，何ら
かの関係があったと思われるが公開されていないので不明である 47）。しかし，審査会
は不法行為に基づく請求のみを管轄するので，このように法的構成をしたと思われる。
　事件 14．大阪府平成 23 年（調）第 2 号事件
　⑴　事案の概要
　申請人はマンション分譲を業とする会社であり，被申請人の所有していた本件土地に
ついて実施された一般競争入札に参加し，平成 22 年 3 月 18 日に落札し，同年 3 月 31
日に売買契約を結んだ。土地売買契約書には「本件土地について瑕疵担保責任を負わな
い」ことが定められている。入札時の開示情報として，①本件土地については「A 体育
館」として使用されていたがそれ以前の昭和 15 年～ 26 年まで B 市のバス車庫として
使用されていた。②被申請人の行った土地の利用履歴調査ではガソリンの貯蔵やエンジ
ンオイル等の使用の可能性はあるが，土壌調査結果として特定有害物質の汚染はなく，
対策実施の必要がないことが確認された。③被申請人の行った磁気探査の調査結果か
ら，探索域内に地下タンクは存在しないと思われる。以上のことが被申請人から示され
ていたが，当該土地の引渡し後，申請人で実施した地質ボーリングや，既存建物の解体
工事，新築マンション基礎工事の際，当該土壌に油分汚染や，複数のオイルタンクが発
見された。申請人は，瑕疵担保免責条項が約されていても，当該土地の油分による土壌
汚染は被申請人の過去の利用用途に起因することは明らかであり，被申請人の調査と申
請人に対する告知に重大な不備があったと考えた。そこで，申請人は，被申請人との間
で油分汚染土壌とオイルタンクの処分に関連する費用の負担を求める協議を行ったが，
被申請人は瑕疵担保責任免責条項を主たる理由として費用負担はできないとして，協議
が平行線となった。申請人は，被申請人に対し，本件土地において確認された油分汚染
について申請人が負担した調査費用・撤去費用を負担するよう求めた。
　⑵　事件処理の経緯
　調停委員会は， 1 回の調停期日の開催手続を進めたが，合意が成立する見込みがない
と判断し，調停を打ち切り，本件は終結した。
　⑶　本件は 1 回の調停期日を開催したのみで調停打ち切りとなった。被申請人が行っ
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た一般入札手続の落札者である申請人が，被申請人に対して油汚染による土壌汚染の原
因者であることを理由に損害賠償を求めた。これに対し，被申請人は，一般入札手続き
に瑕疵担保免責条項が含まれていることをもってその請求を拒否した。仮に，民事裁判
であれば，本件は契約上の瑕疵担保責任あるいは債務不履行責任と構成しうる。しかし，
申請人は不法行為と構成して審査会に調停申請したが，被申請人は契約の瑕疵担保免責
条項をもって争ったものである 48）。
Ⅴ　汚染土地取引をめぐる紛争と公調委・審査会の制度的限界
1 ．処理法は，多数の当事者が関係し，被害者・加害者の特定に困難を伴い因果関係が
不明確で被害が広範囲に及ぶ公害に係わる事件の法的救済を迅速に解決するために制定
され，その実施機関として公調委及び審査会制度が設けられた。このことは，処理法の
扱う「公害に係る紛争」事件は，公調委の事務局が，公害と言えるためには「被害発生
の原因となる現象が『相当範囲』にわたることが必要」と解説していることからもうか
がえる 49）。しかし，汚染土地取引に係る紛争は，原則としてこの要件を満たすもので
はない。たとえば，公調委及び審査会がこれまで扱った前記の事件のうち，事件 2 ，事
件 3 ，事件 11，事件 12 を除き，ほとんどすべて二名又は相対の取引関係のある当事者
間の紛争事件である。なかでも，事件 1 ，事件 4 ，事件 6 ，事件 7 ，事件 9 ，事件 10，
事件 13，事件 14 は，本来は契約上の救済が考えられるところ，公調委又は審査会を利
用するために，あえて不法行為的構成をとったと考えられる。しかし，これらの事件の
実体はいわゆる公害事件の特色を備えた公害事件とは言えない。汚染土地取引の紛争事
件は，賃貸借あるいは売買の対象となる土地について紛争が発生しており，人的範囲の
観点からみても，公害とは言い難い。さらに前記各事件においては，地域的範囲の観点
からも広がりがあるとは言えない場合であり，こうしたことからも，これらの事件が
「公害」事件とは言い難く，公調委及び審査会が扱う事件としては適切でなかった。
2 ．処理法のもとで，責任裁定事件として公調委に対して申請を行う場合には，公害に
係る被害について「損害賠償」に関する事件である必要があり 50），また原因裁定事件
である場合には，公害に係る被害について「損害賠償及びその他の民事上の」事件であ
る必要がある 51）。また，審査会に対して，調停を申請する場合に，「公害に係る被害に
ついて損害賠償又は民事上の」事件である必要がある 52）。このことにより，仮に汚染
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土地取引の紛争を公調委又は審査会に対して申請をするためには，「公害に係る不法行
為に基づく損害賠償事件」あるいは「不法行為に基づく民事上の請求事件」であること
を要し，いずれも「不法行為としての法的構成」を必要とする。この点で汚染土地取引
の紛争の場合には，「取引」に伴う紛争事件であるので，あえて「不法行為」と構成を
しなくても当事者は，請求権を基礎づけることができる場合がほとんどと言えよう。た
とえば，事件 6 のように，土地の賃貸借契約修了に伴う原状回復義務にあたって，賃借
人が当該土地の土壌を汚染したとして賃借人に対して損害賠償を請求する場合には，民
事裁判では当事者は賃貸借契約終了に基づく原状回復請求権と構成し，時効の障害があ
る場合等を除き，あえて不法行為と構成をする必要はない。同様に，土地の売買契約に
おいて売主が当該売買対象の土地の汚染原因者である場合に，除斥期間が経過しておら
ず又は時効の障害がなければ，買主は売買契約の瑕疵担保責任を追及するか又は債務不
履行を請求原因とするのが通常である。なお金銭賠償以外に例えば土壌汚染対策など特
定給付を求める場合に，売買契約に基づく場合には，議論のあるところではあるが瑕疵
修補請求権ということになろう 53）。当事者が公調委又は審査会を利用とするという目
的で，契約的構成をとらずにあえて不法行為の構成をとるということは，本来の公調委
又は審査会の制度趣旨を逸脱するもので，適切な紛争解決の選択肢とは言い難い。
3 ．処理法のもとで，審査会には裁定申請制度が設けられていない 54）。当事者は地元
の審査会で事件について裁定を望む場合に制度的には審査会を利用できない。また仮に
審査会において，調停申請後審理がなされ，ある時点で当事者が裁定を望む場合には，
その審査会でなく公調委に対して，責任裁定申請あるいは原因裁定申請を申し立てる必
要がある。すなわち，当事者が審査会に調停申請をした後，審理係属中において調停委
員に対して，当該事件における土壌汚染の原因の判断を望みあるいは土壌汚染から生じ
る損害賠償額の判断を希望することは，十分あり得る。これらの場合に，審査会の手続
き結果を継続して公調委においても利用できないため，公調委に対して改めて裁定申請
を申し立てる必要がある。しかも裁定手続きは，裁判手続きに準じる申立ての様式で，
申立趣旨及び理由の作成，証拠調べ手続き，そして公開の場で審理されることになる。
当事者にとってこうした手続き上の負担は，当事者が裁判所を選択せずにあえて審査会
を利用することにより簡易迅速なまた非公開の手続きに則って審理が実施されるという
当事者の期待から大きく離れると思われる。なお「調停」事件に限っては，相当の理由
がある場合には，公調委から審査会あるいは審査会から公調委に「調停」事件の引継ぎ
が認められている 55）。しかし，審査会の「調停」事件から公調委の「裁定」事件への
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引継ぎ制度は設けられていない。わずかに，審査会の調停事件が公調委の裁定事件申立
てがなされた場合には，「公調委（中央委員会）は申請の受理に関し，当該審査会の意見
を聞かねばならない」としているが 56），引継ぎ制度ではない。
4 ．すでに述べたように，審査会には裁定制度がない。しかし，当事者が裁判でなく
ADR によって汚染土地取引の紛争を解決しようとする場合にあっては，その ADR 機関
において紛争が解決できるという制度的保障が必要と思われる。単に話し合いや交渉の
場を提供する潤滑油的な役割だけでは不十分である。交渉・調整型手続きだけでなく，
裁断的手続という選択が与えられるべきである。残念ながら現在の審査会制度において
は，この制度的保障が存在しない。場所的に制約がありまた手続的にも重装備となって
いる公調委の裁定制度がこれに代替するわけではない。当事者の合意がある場合には調
停の審理中においても汚染土地取引紛争の専門的知識・経験を有する調停委員あるいは
別の第三者の裁断を受けることができるという選択肢が提供されるべきである 57）。公
調委や審査会の扱う汚染土地取引紛争事件の数が少なく，必ずしも十分に活用されてい
ない原因の一つが，こうした制度的な限界にあると言えよう。
Ⅵ　汚染土地取引紛争を専門に扱う ADR の提唱
　取引における土壌汚染問題は，今後も引き続き重要課題であり，紛争も増えることは
あっても減ることはないであろう 58）。また土壌汚染問題について社会の関心も一層高
まってきているように思われる。そもそも土地取引においては事前に土壌汚染の有無を
調査あるいは確認することは法律上求められているわけではないが，取引のリスク判断
をするについて重要ポイントであると言える。にもかかわらず，土地取引における土壌
汚染の問題を発見し，処理することは困難を伴う場合があり，土壌汚染紛争解決には，
専門的知識や経験が必要となる。公調委や審査会は，「公害に係る紛争」の解決機関と
いう制度的制約のもとで，当事者の土壌汚染紛争解決のための話し合いの場を提供し妥
協点を探るための ADR 機関であることは否定できない。しかし，汚染土地「取引」の
紛争について，単に当事者の話し合いだけでなく当事者の合意により汚染土地「取引」
紛争について知識・経験を有する第三者の裁断を得ることで紛争解決をする選択肢が備
わった機関という観点からは，公調委や審査会は審理体制及び人的体制が備わっておら
ず制度的な限界があり，適切な ADR 機関とは言い難い。むしろ公調委や審査会に代わ
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る汚染土地取引の紛争を専門に扱う ADR 機関を設けることを提唱したい 59）。
Ⅶ　お わ り に
　すでに検討したように，公調委あるいは審査会が汚染土地取引の紛争を，公害に係る
紛争と解釈し解決機関としてある程度は利用されてきた。しかし汚染土地の取引紛争を
解決できる専門知識や経験を備える適切な ADR 機関は現状では存在しないと言ってよ
い 60）。土壌汚染の取引紛争こそ ADR が有効に活用できる領域であるにもかかわらず，
国民は裁判を提起する以外に法的救済手段の選択肢がないことは問題であると言えよ
う。この意味から，汚染土地取引紛争を扱う土壌汚染 ADR 機関を創設することを提唱
するものである。土壌汚染 ADR について国民にその利用のメリットを効果的に宣伝し，
実績を積み重ねることによって，国民からの土壌汚染 ADR に対する信頼を得ることが
必要である。そのことにより，裁判手続きによらず，土壌汚染 ADR を選択する実務が
定着し，土壌汚染 ADR が普及し活用されると考える。
〈追記〉
　筆者は，2017 年 7 月 8 日第 13 回仲裁 ADR 法学会のシンポジウムで「ADR の新しい領域
─土壌汚染 ADR の提唱」について報告をした。しかし報告時間の制約から詳細に取り上げ
ることがでなかった公害等調整委員会及び公害審査会の事例分析を，本稿において取り上げ
るものである。なお，前記報告については，「仲裁と ADR」（商事法務）13 号において，掲
載予定である。
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理法と公害等調整委員会─その制度・機構と役割について」商事法務 614 号（1972）2 頁，野村
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と地域的範囲とを総合して決することを要する。被害者が一人であっても，広範な地域に大気汚
染等が及んでいる場合には，必ずしも相当関係ではないとは言えないし，逆に多数の被害者が生
じている場合には，地域的な広がりがそれほどでなくても，相当範囲にわたるものと判断してよ
いであろう。結局は，事案ごとに決するほかないのであるが，この要件をあまり厳しく解するの
は，制度の趣旨を減殺するおそれがある。要するに純粋な相隣関係を除外する趣旨であると解す
るのが妥当であろう。」という解釈が取られる。同解説 21 頁。なお，公調委において，公害紛争
処理制度の現代的課題等について有識者から意見を聴取するため，公害紛争処理制度に関する懇
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談会の第 6 回（平成 27 年 2 月 24 日開催）で提出された同懇談会の構成員である北村喜宣「『公害』
と相隣紛争『相当範囲』を考える」も参照。
10）　公害対策基本法（昭和 42 年 8 月 3 日法律第 132 号）は，典型 6 公害を規定して土壌汚染を含め
ていなかった。土壌汚染が公害の一類型として加わったのは，昭和 45 年 12 月 25 日法律第 132 号
による公害対策基本法の改正においてである。しかし，他の公害汚染と大きく異なるのは，土壌
汚染の場合には，私有財産の対象となる土地の汚染であるということである。従って，土壌汚染
の紛争事件は他の公害紛争事件とは異なる視点が必要となる。一例をあげれば，公害に係る紛争
における生活に係る損害の内容が挙げられよう。土壌汚染の場合には，当該土壌汚染の健康被害
という視点のみならず，当該汚染土地の価値及び土地取引の対価性という視点が含まれるのであ
る。
11）　処理法 26 条において，あっせん，調停及び仲裁は，「損害賠償に関する紛争その他の民事上の
紛争」が生じた場合に，申請をなしうると規定されている。なお，この損害賠償は不法行為責任
の内容の一つであると，公調委事務局により解説されている。前掲注 9 ）解説 83 頁。また，同解
説は，民事上の紛争につき，次の通り説明する。「民事上の紛争とは，一般には私法が規律する私
人間の被害者が 1 人であっても，広域的な地域に大気汚染等法律関係に関する紛争のことである
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が，ここでは公害をめぐる私人間の法律関係に係る紛争を指している。民事上の紛争には，損害
賠償に関するものの外に，公害発生の原因の除去を求めるいろいろな形態の請求に関するものが
ある。例えば，操業時間の変更，原材料の変更，設備の取替え，防護施設の設置，工場移転など
の差止め，作為請求等である。」（前掲解説 83-84 頁）。汚染土地取引における民事上の紛争で契約
の瑕疵担保責任あるいは債務不履行責任に基づく請求は，おもに金銭的請求であるが，例外的に
は土壌汚染調査・対策等を求める作為的請求あるいは特定請求をすることがある。一方不法行為
に基づく請求の場合には，民法 722 条の金銭賠償の原則があるので，金銭的請求に限られず原状
回復請求又は特定請求ができるかという問題があるが，理論上は別として実務上の救済は，契約
に基づく請求と同様に，作為的請求なかでも土壌汚染調査・対策，汚染土壌処理等の請求がなさ
れる。なお，原因裁定については，同じく「損害賠償及び民事上の紛争」につき申請を行えるが
（処理法 42 条の 27），責任裁定は，「損害賠償に関する紛争」に限って申請ができる。（処理法 42
条の 12）。
12）　太田秀夫「汚染土地取引契約に関する裁判例を手掛かりに─今後の実務の課題」中央ロー・
ジャーナル 7 巻 4 号（2011）3 頁，39 頁以下。
13）　公調委事務局総務課が，広報誌ちょうせいの中の「紛争処理 Q&A こんなときは？」というコー
ナーにおいて「土壌汚染による被害を理由とする公害事件の取扱いについて」という表題のもと，
次のような事例の以下の 3 つの質問を設けたうえそれぞれについて解説を行っている（ちょうせ
い 29 号（2002）32 頁以下）。「ある高層マンションの建設現場で，鉛，トリクロロエチレン等の
有害物質で汚染された土壌及び地下水が発見された。マンション開発会社 A は汚染土壌の搬出及
び汚染されていない土壌による埋め戻し等の対策を講じた。当該土地を含むマンション開発地域
は，かつて化学製品製造会社 B が所有する工場であったが，工場移転にともない 10 年前に A が
B から跡地を購入，マンション開発を進めていた。既に本件マンション開発は 8 割方完成し，当
該部分の分譲は既に終了しているが，残りの部分についても開発が進められている。
　マンション住民の自治会 C は，汚染物質が残存しているはずであると考え，A に対し本件開発
地域全体の土壌汚染対策をとるよう要望したが，A は，①必要な措置は講じられており日常生活
に問題は生じないこと，②汚染原因者は A ではなく B であることを理由として，これ以上の対策
を行うつもりはないと回答した。
　⑴ 　C が B 又は A に対して土壌汚染の調査と対策を求めて申請した場合公害紛争処理制度の対
象となり申請が受け付けられるかについて，①事例の土壌汚染は本件開発地域のほぼ全体に
広がっていると考えられることから「相当範囲にわたる汚染」といえる。② B は汚染原因者
で，その汚染は工場の操業という「事業活動その他の人の活動」によって生じた。③ A は土
壌汚染については直接の原因者ではない。しかし，A によるマンションの建設分譲という「事
業活動その他の人の活動」に伴って土壌汚染の拡大のおそれが生じたのであるから，CA 間
の紛争は「事業活動その他の人の活動」に伴って生じた公害に係る紛争といえる。
　⑵ 　住民 Ć が B に対してマンションの資産価値の低下による損害賠償を求めた場合に，土壌
汚染による生活環境の悪化を原因とする資産価値の低下という財産被害も公害に係る紛争と
いえる。
　⑶ 　A が B に対して当該土地の資産価値の低下による損害賠償を求めた場合にも，前記⑵と同
様に公害に係る紛争といえる。」
　公調委の提示した事例は，土壌汚染が開発地全体に及ぶ疑いがあったこと，従ってマンション
の複数の住民が，土壌汚染対策を求めたこと，当該土地の汚染原因者がデベロッパーとともに相
手方とされていることなど，確かに「公害事件」の要素はあると言える。しかし，デベロッパーが，
「土壌汚染を拡大した」という理由から汚染原因者であるとして「公害に係る紛争」といえるであ
ろうか。ましてやデベロッパーの汚染原因者に対する損害賠償事件を「公害事件」と性質づける
のは無理があると言えよう。
14）　前掲注 11）参照。
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16）　昭和 47 年法律第 52 号，処理法の改正について，菊池前掲注 2 ）なお原因裁定及び責任裁定の
手続につき，たとえば河村浩「原因裁定・責任裁定手続きの概要」判タ 1239 号（2007）84 頁。
17）　処理法 42 条の 12
18）　処理法 42 条の 27
19）　処理法 42 条の 29
20）　前掲注 9 ）解説 244 頁
21）　同上 239-240 頁
22）　裁定制度が公調委にのみ設けられ審査会にはないことに関連して，審査会が裁定事務を行う場
合に，法的論点，都道府県の人的・調査能力体制等についての検討結果をまとめたものとして，
前掲公害紛争処理制度に関する懇談会報告書（注 9 ）6-17 頁。審査会に原因裁定や責任裁定を導
入することについて言及したものとして，たとえば，村松昭夫「特集公害紛争処理制度の現状と
課題，公害紛争処理制度に関するアンケート結果から」公害・環境 44 号（2009）1 頁，村田敏行
「講演　公害審査会の活性化について─公害審査会での体験を踏まえて」ちょうせい 50・51 合併
号（2007）18 頁，23 頁。
23）　責任裁定手続きにおける職権調停について処理法 42 条の 24，原因裁定における職権調停は処
理法 42 条の 33 による 42 条の 24 の準用。
24）　裁定申請を公調委（中央委員会）に対して申し立てる場合であっても，中央委員会は自動的に
受理をするのでなく，「被害の程度が軽微であり，かつ，その被害が限られている等の被害の態様
及び規模，紛争の実情その他一切の事情を考慮」して「裁定することが相当でないと認めるとき」
は，申請を受理しないことができる（責任裁定につき処理法 42 条の 12 第 2 項，原因裁定につき
42 条の 27 第 2 項）。そして，公調委の申請受理についての判断するに当たり，すでに審査会にお
いて当該事件現在又は過去に継続したことがあれば，公調委は審査会等の意見を聴く必要がある
（処理法 42 条の 12 第 3 項，42 条の 27 第 2 項）。なお，前記裁量不受理の場合の要件である「被
害の範囲」には，地理的な広がりのほか，被害の及ぶ人的範囲をも含む，前掲注 9 ）解説 203 頁。
また，公調委事務局「都道府県公害審査会等の調停事件に係る裁定申請について」ちょうせい 37
号（2004）26 頁も参照。
25）　処理法 38 条
26）　公調委事件について http://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/syuuketsukougai.html，審査会
事件について http://www.soumu.go.jp/kouchoi/pollutionsystem/pollution/ground.html
27）　この事件は，土壌汚染対策法成立後，公調委として初めての土壌汚染に係るケースであるとし
て，広報誌ちょうせいで紹介された。ちょうせい 34 号（2003）10 頁。
28）　HP で公開された事案の概要及び公調委が広報誌ちょうせいにおいて紹介したこの事件の事案
の概要（注 27））を参考にした。
29）　前記公調委の紹介したこの事件の事件処理の経過によれば，次のとおりである。「当委員会（注，
裁定委員会）は，被申請人代理人（被申請人会社の亡経営者の妻であり，清算人の母である。）の
見解を聴取したところ，シアンが被申請人会社の排出したメッキ廃液によるものであることを認
めつつ，その排出が昭和 48 年以前の特に排出に規制のない時代のものであると説明し，また，申
請人国の実施した汚染除去措置が過剰なものではないかとの疑問を呈示した。裁定委員会は，被
申請人の不法行為責任・契約責任の成否とこれらの時効ないし除斥期間の起算点の判断について
は様々な可能性が考えられること，後述のように，それらが土対法施行による影響を受けること
が考えられるものの，その点について未だ定説を見ないこと，被申請人は解散会社であり財産は
なく，元経営者一家も経済的余裕があるとは認められないことなどの事情を考慮し，審問期日を
開く前に調停による解決の可能性を検討することとし，当事者双方に対し打診・説得を試みたと
ころ，合意の見込みがあると認められたため，職権で調停に付し，本年 5 月 29 日，被申請人会社
（実質は元経営者一家）が申請人国に対し若干の金員を支払うこと等を内容とする調停が成立し
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て，申請から 4 ヵ月足らずで事件は終結した。」
30）　前掲注 9 ）解説 243 頁
31）　前掲注 29）
32）　前掲注 9 ）解説 244 頁
33）　処理法42 条の 33 による 42 条の 24 の準用。
34）　なお，公調委は，原因裁定の場合の対象となる「加害行為」の解釈につき，「建築のための土地
の掘さく等の加害行為又は原因行為」も含まれると解説する。前掲注 9 ）解説 242 頁
35）　そもそも，公調委は，デベロッパーが「マンションの建設分譲という『事業活動その他の人の
活動』に伴って土壌汚染の拡大のおそれが生じた」ことを理由として，このデベロッパーを直接
の汚染原因者でないものの，汚染原因者と考えている。前掲注 13）参照。また，土地所有者が，
金属製造業者に賃貸していた土地にマンション建設計画を立てたところ高い濃度の総水銀による
汚染が判明したため，土壌汚染対策をした。同土地の周辺地域の汚染拡大や地下水や井戸水の汚
染を懸念した周辺住民が，マンション建設中止を当該土地所有者に対して求める事例において，
公調委は「デベロッパーは直接の原因者ではありませんが，当該土地を所有・管理する者」が，「適
正な管理を怠れば将来土壌汚染に係る被害が生じる恐れがある」ので，公害紛争処理制度の対象
となると説明している。ちょうせい 29 号（2002）34-35 頁。
36）　デベロッパーが土壌汚染の管理を怠ったことによる公害事件として公調委は考えるのであろう。
37）　同事件の決定によると，申立人の金銭支払の趣旨の法的根拠について審問期日外に求釈明した
ところ，申立人は，代金返還請求であること，及びその原因を錯誤無効，詐欺取消し又は契約解
除と回答したと判断した。そこで，裁定委員会は「公害紛争処理法 42 条の 12 によれば，責任裁
定は，『公害に係る被害について，損害賠償に関する紛争が生じた場合』に申請することができる
ものであるところ，ここでの『損害賠償に関する紛争』とは『公害に関する不法行為責任の内容
としての損害賠償』をいうものであり，あっせん，調停，仲裁の対象となる『その他の民事上の
紛争』（同法 26 条 1 項参照）を含まない」と判断して，申請を却下した。
38）　公開された責任裁定書によれば，申請人は栃木県公害審査会への調停申立書（案）を引用して
いる。これはあくまで案であって，実際に事件として係属したわけでない。栃木県の審査会係属
事件としても掲載されていない。しかし，本件事件の背景について参考となる，裁定書によれば，
この案において次のように説明する。「これは当該マンションの申請人を含む住民らが，被申請人
に加え株式会社 A，株式会社 B 及び株式会社 D を相手方とし，平成 16 年に公害調停申立てをす
るため作成していた申立書（案）である。その申立の内容は，廃棄物及び汚染土壌の除去及び入
替え並びに土壌汚染状況調査を求めるもの」であった。しかし，本件の責任裁定委員会は，「本件
申請に係る裁定を求める事項の法的性質を理解する上で考慮すべきでない。」と判断した。
39）　処理法 42 条の 13
40）　本件では，処理法の公害といえるための被害が人的・地域的に「相当範囲」にわたったと言えず，
「公害に係る」という要件を満たさなかったと思われる。
41）　大阪府環境農林水産部環境管理室環境保全課「金属加工工場土壌汚染事件の調停成立について」
ちょうせい 48 号（2007）30-31 頁に，この事件を紹介している。そのなかの，調停申請に至るま
での事務局の対応という箇所で，「事務局は，公害調停の概要や原因裁定，責任裁定について説
明しましたが，A（筆者注，申請人）によると当事者間に汚染原因や因果関係を争う意思はなく，
土壌浄化内容や費用についての隔たりを解決したいとのことから，公害調停が最もよい手法では
ないかと考えました。」と記載されている。前掲ちょうせい 48 号 30 頁。
42）　処理法 34 条
43）　事件 11 において，「被申請人ら」には，本件住宅団地の敷地の土壌汚染原因者は含まれておら
ず，建設分譲のいわゆるデベロッパーと思われる。こうしたデベロッパーが，「公害の汚染原因者」
とみられるか否かについては，前記注 13）を参照。
44）　前掲注 35）を参照。
28 第 14 巻第 4 号（2018）
45）　太田・前掲注 12）54-55 頁
46）　太田・前掲注 1 ）53 頁
47）　仮に関係があれば共同不法行為という構成も可能であろうが，関係がなければ B の単なる土壌
汚染の認識があるにすぎない売主 B が A と共同不法行為者と構成することは困難であろう。
48）　民事裁判上の請求においては，請求原因が不法行為となる場合に，契約上の瑕疵担保特約を免
責条項をもって抗弁となるかは難しいが，本件は調停であるのでこうした主張をもって申請人の
請求を拒絶したのであろう。
49）　前掲注 9 ）
50）　処理法 42 条の 12
51）　処理法 42 条の 27
52）　処理法 26 条
53）　いわゆる特定物売買で瑕疵担保責任の内容が瑕疵修補責任を含むかの争いがあるが，本稿では
触れない。たとえば柚木馨・高木多喜男「売買の瑕疵担保責任」柚木馨・高木多喜男編集『新版
注釈民法（14）債権（5）』（有斐閣，2002）270 頁以下，潮見佳男「瑕疵担保責任の法的性質（2）」
野澤正光編『瑕疵担保責任と債務不履行責任』（日本評論社，2009）45-46 頁。
54）　筆者は，審査会が裁定事件を扱うべきであると主張するものではない。なお，前記懇談会（前
掲注 9 ）の第 2 回の資料「都道府県が裁定事務を行うことについて①」及び第 3 回の資料「都道
府県が裁定事務を行うことについて②」を参照。
55）　処理法 38 条
56）　処理法 42 条の 12
57）　現在の審査会委員は，公害関係の専門知識を有する弁護士及び学識経験者等である。しかし，
ADR 機関において汚染土地取引紛争について専門的知識・経験を有する弁護士が調停委員等に任
命されることにより，汚染土地取引紛争の解決を求める当事者は，裁判の代替としてその ADR 機
関を選択し活用するであろう。
58）　土対法は，平成 29 年 4 月 1 日に，クロロエチレンを特定汚染物質として新しく指定したように，
今後も対象汚染物質が増えるであろう。さらに，平成 29 年の土対法の改正により，土壌汚染調査
の範囲も広がることにより新たな汚染物質の判明が土壌汚染の紛争を惹起する。最も古いデータ
と思われる住友海上リスク総合研究所が製造工場，ガソリンスタンド，クリーニング作業所，廃
棄物処理施設・処分場の事業所数をもとに推定して発表した「汚染診断が望まれる事業所・跡地
数の推定データ」は，汚染可能性あるサイト数は 44 万 2,758 箇所とされている。中塚琢磨「土壌・
地下水汚染と企業のリスクマネジメント」資源環境対策 34 巻 16 号（1998）15 頁。しかし，この
推定サイト数には，土壌汚染の可能性の高い病院，防衛関連基地，鉄道敷地等は含まれていない。
また，この推定をした当時は土壌汚染対策法以前の土壌環境基準を用いているので，土対法制定
後に追加された対象物質の汚染サイトは入っていない。改正土対法（2010 年 4 月 1 日施行）の下
での環境省通知により土壌汚染とされる自然由来の土壌汚染も当然のこととしてこのデータの対
象外である。さらに土壌汚染が廃棄物処理に伴い発生するが，昭和 45 年の廃棄物処理法が制定さ
れる以前は，企業は自己所有の土地などに廃棄物を埋設投棄していたので，その実態も不明であ
る。したがって，以上の状況をさらに考慮すると，土壌汚染の可能性のあるサイト数は，かなり
の数になるであろう。また，さらにその後，土壌環境センターが潜在汚染サイトとして土壌汚染
調査の実施が望ましい事業所数を約 92 万 8000 箇所と推定している，土壌環境センター「我が国
における土壌汚染対策費用の推定」平成 10-11 年度企画委員会報告書（2000）24 頁。
59）　2017 年 7 月 8 日第 13 回仲裁 ADR 法学会における筆者のシンポジウム報告を参照。ADR 機関
の利用者が求める場合に，汚染土地取引紛争の専門的知識・経験を有する第三者により当該紛争
につき裁断を受けることができるという制度的保障が存在することが重要である。単に話し合い
や交渉の場を提供する交渉・調整型の ADR は，汚染土地取引紛争解決の ADR としての活用を望
めないであろう。
29第 14 巻第 4 号（2018）
汚染土地取引をめぐる紛争と公害紛争処理制度の ADR
60）　汚染土地取引をめぐる紛争の ADR 解決機関について検討したものとして，太田・前掲注 1 ）45
頁以下参照。
●Summary
Alternative Dispute Resolution (ADR) related to transaction disputes involving real 
estate with soil contamination is rarely used, with the exception of matters handled by the 
Environmental Pollution Dispute Coordination Commission (Kougaitou Chousei Iinkai) 
and the Local Environmental Pollution Review Committees (Kougai Shinsakai) under the 
Environmental Pollution Dispute Settlement System. The System was created to resolve 
issues related to environmental pollution. Soil contamination is categorized as one type of 
environmental pollution.
However, the purpose for which the System was put in place, and the System’s design and 
management, make utilization of the Commission and Committees by transacting parties 
inappropriate — i.e, beyond the original scope of the purpose. This article reviews more 
effective ADR involving soil contamination disputes related to real estate transactions on the 
basis of cases handled by the Commission and the Committees.
